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論文（査読論文）

教科教育法（情報）におけるプロジェクト型学習の
実践

Practice of Project-Based Leaning in Method of Teaching Informatics

山田雅之 遠山紗矢香
Masayuki YAMADA Sayaka TOHYAMA

九州工業大学教養教育院 准教授 静岡大学情報学部 助教

論文概要：本研究は，教職課程における教科の指導方法について学習することを目的とした授業で
ある「教科教育法（情報）Ⅰ」をプロジェクト型で実施した実践報告である．本研究の目的は，上
記科目においてプロジェクト型の授業を実施した知見を共有し，そこでの課題についてまとめるこ
とである．実践では初回授業において教員が授業を通じて追究すべき問いとして「今後求められる
情報科の教育はどんなものか？」を提示した．また，本授業の後続授業では模擬授業を行う必要が
あることを伝えた．受講生には，後続授業を見据えて，受講生自身が主体となって何を学習すべき
かを検討するように指示した．8名の教職課程履修者を対象とした本授業では，3件のプロジェク
ト学習が順次実践され，4つの発表が各グループで実施された．分析の結果，受講生は 3件目のプ
ロジェクトで，2件目のプロジェクトに要した時間のおよそ半分で，課題や発表形式を決定していた．
これはプロジェクト型の学びが繰り返されたことによって生じた時間短縮だと考えられる．受講生
がプロジェクト型の学習で取り組んだ内容について分析を実施した結果，前年度に実施された同授
業で扱われていた内容を概ね網羅していた様子が示された．また，本授業のシラバスに掲載された
到達目標の中では特に受講生が知識として獲得すべきものが多い「高等学校情報科の意義と目標に
対する理解」について，プロジェクト学習ではほとんど扱われていなかったが，個人の最終レポー
トを分析した結果，その主たる内容を 8名が記載していた． 以上より本事例からは，受講生が主
体となって進めるプロジェクト型の学習であっても，授業で学習されるべき内容は網羅されること
が示された．

キーワード：教科「情報」　教職課程　教科教育法　プロジェクト型学習

Abstract: This study reports on project-based practice of “Method of Teaching Informatics I” a class aimed 
at learning how to teach informatics classes in teaching courses. The purpose of this research is sharing a 
practical report derived from the project-based practice, and summarizing some challenges suggested by the 
practice. In the first lesson of the practice, a teacher asked a main question "What is required in informatics 
education in the future?” that drives students to study in the practice. Additionally, the teacher explained 
that the importance of the studentsʼ self-directed learning disposition: the students were expected to discover 
what essential themes to study to succeed their “trial lessons” . As a result of the analysis of the practice for 
eight students who were studying in teaching training course, three projects were conducted and four group 
presentations were performed by the students. In the third project, the students shortened their time into 
half of the former project. We think the result of shortening time was derived from the repetition of multiple 
project-based learning. Analysis of the study themes selected by the students revealed that the studentsʼ 
learning mostly covered study themes which appeared in the last-yearʼ s practice. The analytical results from 
studentsʼ individual final reports about “The meaning of high-schoolʼ s Informatics and the understanding 
about the purpose of this subject" which requires the students memorizing a lot of fragmental knowledge 
suggested that eight students reported about the theme even though the theme was not directly included in the 
students' project-based learning. From this case study, it is suggested that learners can cover contents which 
are expected to learn in the class even though in learnersʼ self-directed project-based learning environment.

Keywords: Informatics, Teacher Training Course, Method of Teaching, Project-Based Learning
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を学ぶ教職科目として，取得する免許の教科に
よらない「教育方法」がある（こちらも科目名
は大学によって多少異なる場合もある）．「教育
方法」は教育の方法及び技術（情報機器及び教
材の活用を含む）の科目として設置されており，
各教科に共通する教育の方法論について理論面
から学習するための科目と言える．また，教育
実践に関する科目として「教育実習」がある．
教職課程の学生は免許の取得を目指す中で，「教
育実習」において自身が教育活動を実践できる
ようになるために多様な科目を学習していく．
　本研究で対象とする「教科教育法（情報）」
は「教育方法」で学習者が学んだことを実践的
な学びの場である教育実習へとつなげる重要な
役割を果たす．「教科教育法」では教科に絞っ
た指導法について学習することが可能であり，
「教育方法」よりも具体的に教科内容へ踏み込
んだ学習が求められる．「（情報）」の部分に関
して言えば，現行での高等学校の二つの科目
（「社会と情報」と「情報の科学」）がどのよう
な科目であるかについて学習者の理解を深める
とともに，実践へとつなげるための指導案の検
討や模擬授業などが想定される．さらに専門教
科「情報」に関しての理解を深めることも期待
されている．

２.　新学習指導要領とプロジェクト型の
学び
　新学習指導要領（２）では「主体的・対話的で
深い学び」の実現が中核に据えられており，各
教科ではその実現に向けた工夫が求められてい
る．さらに「指導と評価の一体化」（３）の観点
から授業実践とともに評価方法を検討すること
も課題となっている．

2.1　アクティブ・ラーニング
　新学習指導要領では「主体的・対話的で深い
学び」の実現に向けてアクティブ・ラーニング
型の授業が求められている．アクティブ・ラー
ニング型の授業は学習者をグループに分けて実

１.　「情報」教職課程と教科教育法
1.1　情報化社会と教科「情報」
　近年，情報化は日常のものとなり，情報が物
理的なモノと同じような価値を持つものとして
扱われている．それに伴い我が国では高等学
校において教科「情報」が 2003年に設置され
た（以下，本研究では教科としての「情報」を
示す場合には，教科を省略して「情報」と記載
する．一般的な意味での情報は「」を用いずに
記載する）．「情報」に関わる科目として，2020

年度現在，高等学校普通教科として「社会と情
報」と「情報の科学」がある．高等学校の「情
報に関する学科」では専門教科「情報」に関す
る科目がある．我が国の高等学校では 2022年
度より新学習指導要領に移行する予定であるた
め，現状の教員養成課程では新学習指導要領の
内容も踏まえつつ，これまでの学習指導要領へ
の理解も深めていくことが求められている．

1.2　「情報」における教員養成課程
　現在「情報」は高等学校に設置されている科
目であり，その教員は「情報」の免許を有して
いる．平成 31年 4月時点で高等学校教員「情
報」（一種免許状）の免許を取得可能な大学は
47都道府県全てに設置されており，200以上で
あった（１）．高等学校教員「情報」の免許取得
には，情報に関する専門的な知識・技能を学ぶ
ための科目に加え，教科固有の指導法に関する
科目や，生徒指導一般に関する科目等の「教職
科目」と呼ばれる単位を習得する必要がある．
本研究では，教科の指導方法と関連の強い，各
教科の指導法の科目である「教科教育法」に着
目する．教科教育法の科目名は各大学によって
異なるが，情報であれば「教科教育法（情報）Ⅰ」
や「情報科教育法Ⅰ」といった名称であること
が多くみられる（本研究では「教科教育法」の
名称で統一する）．

1.3　「情報」の指導法に関する科目の位置づけ
　高等学校で授業を行う場合における指導方法
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践するグループ型の学習や，クラスやグループ
を一つのプロジェクトとして進めるプロジェク
ト型の学習が挙げられる．特にプロジェクト型
の学びは学習者が主体となり，理論等のコンテ
ンツに対する学びとともに，仲間と協働する，
学び方そのものを身に着けるといった多様な学
習スキルの育成も期待されることから，近年着
目されている（4）．

2.2　プロジェクト型の学び
　プロジェクト型の授業では多様な実践をその
失敗や成功も含め共有し，実践的な知を蓄積し
ていくことが求められている．湯浅ら（5）では，
プロジェクト型の学びによって学習者が主体と
なる学習活動が進むことが示唆されている．一
方で課題として，各実践や各研究の成果の共有
に限界があることから，プロジェクト型学習を
設計する際の具体的なデザイン要素の導出に限
界があることが示されている．「指導と評価の
一体化」の側面から考えても，プロジェクト型
の授業を実践した場合には，従来の知識を問う
形式のペーパーテストでの評価以外に，その学
習活動についても評価対象に含める必要が示さ
れている（6）．このため，学習活動の評価方法
も含めた実践の知見の共有が重要であると考え
られる．
　湯浅ら（５）にみられるようにプロジェクト型
学習については，プロジェクト型学習を実施す
るそれぞれの研究者によって独自の定義がなさ
れている．そこで本研究では湯浅ら（５）の研究
を参考にして，以下の 4点をプロジェクト型学
習の要件として定義した．
•学習者の生活に必要な問いからスタートする
•プロジェクトの活動が授業の中心となる
•学習者を中心とした協調的な学習であり，教
師はファシリテーターとなる

•  ICTを活用する

2.3　先行研究
　Zhangら（７）は，3年に及ぶ教育実践におい

て，1年目はグループ型の学習の実践，2年目
はグループが組み変わるタイプの授業実践，3

年目はグループ形成等も含めた学習者主体の授
業（Opportunistic-collaboration）を実施した．2

年目の実践では，子供たちが主体となっている
様子が示されつつも，電子掲示板上でのやり取
りのデータからは主に教師が課題を提示してい
る様子が観察された．授業の中で子供たち学習
者は主体的に学んでいるように見えるが，授業
進行は教師が主導していたと解釈できる．この
ことから子供たち同士の相互作用も教師が媒介
しなければ起こらなかった可能性が否定できな
い．3年目の実践は教師が授業の中核的な問い
のみを学習者に与えたところ，子供たちはその
問いの下位要素となるトピックを自分達で見つ
けて新たな副次的問いを作成することで，子供
たちの興味関心に従ってグループ学習を行って
いたことが観察された．
　先に定義した本研究のプロジェクト型学習の
定義で捉えれば，Zhangらの 3年目の授業は，
教師から提示された生活の中にある素朴な問い
をスタートし，子供達が ICTを活用しつつ探
究すべきトピックを自分たちで見つけ，必要に
応じてグループを組み替えながら副次的な問い
をも作り，協調的に学んでいたことからプロ
ジェクト型の学習と捉えることが可能である．
3年目の実践をプロジェクト型の実践として捉
えると，ここでの子供たちの評価方法が指導と
評価の一体化の観点から参考になる．この先行
研究では，1,2年目に学習者が学習していた内
容（つまり教師が用意していた内容）と 3年目
に子供たちが主体的に学習した内容を比較した
結果，学習者が自由に課題を選択していた 3年
目でも 1, 2年目に比べて遜色ない内容が網羅さ
れていたかが検討されていた．
　Zhangらと同様のプロジェクト学習及び評価
手法を，教職課程へ適用した先行研究もある．
山田（８）は，教職の専門職大学院における実践
において，Zhangらと同様の評価を実施した．
その結果，学習者がプロジェクト型（先行研究
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では臨機応変な協調学習と呼んでいた）によっ
て学習する中でも，前年度同授業の受講生らが
学んでいたトピックを扱っていただけでなく，
前年度よりもさらに興味関心を持って学習して
いた様子が示された．
　Zhangら（７）や山田（８）のような長期にわた
るプロジェクト型の授業では，教師が課題を提
示する場面がプロジェクトのスタート時点に限
られていた．一方で，両者の前年度までの授業
では必要が生じるたびに教師が課題を提示して
いた．プロジェクト型の学習がスタートした後
は学習者が主体となり，取り組むべきトピック
を協調的に決定していく．そのため，Zhangが
行ったように受講生が学んだ内容が，その授業
で教師によって設定された目的に対して十分で
あったかどうかの評価が重要となる．こうした
評価は Zhangら（７）が対象とした小学生であっ
ても，山田（８）が対象とした大学院生であって
も，授業形態が同様であればどちらにも必要な
検討と言える．山田（８）の研究は Zhangら（７）

の研究を参考にして実施されているため，本研
究でも Zhangら（７）の研究を主な理論的背景と
するのが適切だと考えられる．
　本研究で対象とする「教科教育法」では学生
が主体となり，教育実習に向けて自分達は何を
学ぶべきかも含めて検討した上で，実践的な力
を伸ばすことが求められる．このため，「教科
教育法」でプロジェクト型の授業形態を採用す
ることは，学生が何を学ぶべきかを主体的に検
討する能力を伸ばす上で有効だと期待される．

３.　本研究の目的
　教職課程の学生が「情報」の免許取得に向け，
自身の将来の授業実践へとつなげるために教授
方法について学習する「教科教育法（情報）」
は重要な授業である．新学習指導要領では「主
体的・対話的で深い学び」を実現することが求
められており，さらに指導と評価を一体的に扱
うことも求められている．プロジェクト型の授
業では特に，この指導と評価について検討を深

めたうえで知見を広く共有し，課題点の検討を
進める必要がある．そこで本研究では「教科教
育法（情報）」の前半部分となる「教科教育法（情
報）Ⅰ」におけるプロジェクト型の授業につい
て検討し，そこから得られた課題に基づいて次
の授業デザインについての指針を得る．
　こうした研究手法はデザインリサーチ（９）と
呼ばれる．デザインリサーチとは，先行研究か
ら得られた学習理論等に基づいて実践を可能な
限り理想的な形でデザインし，それらのデザイ
ンが学習者の学びの質を向上させる上でどのよ
うに寄与していたのかを検討し，質の高い学習
環境を設計するためのデザイン原則を抽出する
ことで次回以降より良い実践をデザインするこ
とへとつなげていく研究手法である．この手法
を用いた場合，実験室実験のように厳密な条件
統制やそれによって可能となる厳密な仮説の検
討は困難である．したがってデザインリサーチ
の限界を指摘する声もある（１０）．その一方でデ
ザインリサーチの利点は，実験群を設ける等の
学校教育現場では倫理的に実現することが困難
な研究方法を回避しながら，現実の学習場面を
そのまま研究対象として扱うことができる点で
ある．研究手法の限界を超えるためにも，多様
な実践事例について課題を挙げていくことが重
要である．
　具体的に本研究では，教科教育法（情報）Ⅰ
におけるプロジェクト型の授業を実施した知見
を共有し，そこでの課題についてまとめた．

４.　実践
　本研究では A大学情報工学部における「教
科教育法（情報）Ⅰ」を対象とした．A大学で
は高等学校「情報」の教職課程が設置されてい
る．また「教科教育法（情報）」には「Ⅰ」と
「Ⅱ」があり，3年生の教職課程必修科目となっ
ていた．同科目で学生は教育実習に向け，「情
報」の指導法について学習する．具体的には教
科の基本的な知識を学習するだけでなく，指導
案の作成や模擬授業も含む実践的な力を伸ばす
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ことが期待されていた．「教科教育法（情報）Ⅰ」
では「Ⅱ」の模擬授業につなげる位置づけとし
て，「情報」の基本的な内容を理解するとともに，
指導案の作成へ向けた知見を学習していた．同
科目の受講者数は概ね 10名以下となっており，
本研究で分析の対象とした 2020年度受講者数
は 8名であった（前年度である 2019年度受講
者数は 6名であった）．
　本研究の目的は 2019年度と 2020年度の比較
ではなく，2019年度の内容に対し，2020年度
のプロジェクト型の授業で学習者が学んだ内容
が十分であったかを検討することにとどまる．
2019年度はシラバスの内容に沿って，担当教
員の講義を中心に一部，学生のミニ授業（各
自 5分）なども含みながら授業が進められた．
2020年度は授業の最初にこの授業の問いが与
えられたのち，本授業の位置づけが説明され
た．受講生は模擬授業へ向けて学ぶべき学習内
容を学習者同士で相談しながら学習を進めてい
く形式となった．2020年度の実践は感染症の
拡大に伴い同期分散型（教室ではなく，教師も
学生も離れたそれぞれの場所で，時間割上の授
業の時間に同時双方向型で行う方式）で実施し
た．教室での集合型の授業と同期分散型の授業
実践では学習環境に大きな違いがみられるが，
本研究ではプロジェクト型での授業実践の影響
に限って考察する．
　2019年度と 2020年度で担当教員は異なって
いたが，シラバスは共通であった．担当教員は
それぞれ 1名であり，2020年度のみ担当教員
は本論文の第一著者であった．授業回数は 15

回を基準としていたが， 2020年度は 14回の授
業とレポートであった．A大学では学習管理シ
ステム（LMS）としてMoodleが用いられていた．
実践は遠隔型であったため，授業は Zoomを用
いて実施された．前年度まではシラバスに沿っ
て各授業が進行されたが，2020年度はプロジェ
クト型であったため，扱う内容や進捗は 2019

年度と異なった．その中で担当教員は受講生が
扱っている課題や進捗の様子を見守りつつ，い

つでも補完できる体制で実施した．
　こうした授業の進め方は前向きアプローチ
（１１）として捉えることが可能であり，近年着
目されつつある．前向きアプローチとは，逆
向き設計（１２）によって構築されたシラバスに
沿って，各学習者の興味関心に合わせて前向き
に学びを進めていく形式である．本研究の対象
科目は教職課程の授業であったため，シラバス
を遵守することが必須である．そのため，授業
をプロジェクト型にしたとしても，授業内容は
2019年度と同等を維持する必要があった．対
象授業のシラバスの一部を表１に示す．
　表１より，本授業では「情報」が設置された
背景，情報教育の変遷と学校教育への導入，情
報教育の目標と展開，共通科目情報の構成と内
容，専門教科情報の構成と内容，情報科と他教
科等との連携及び環境整備等について学ぶこと
になっていることが読み取れる．シラバスに
記載された各授業テーマのタイトルを抽出し，
2019年度の授業で扱われたトピックと対応付
けて整理したものを表２に示す．

4.1　実践のプロセス
　2020年度はプロジェクト型で「教科教育法
（情報）Ⅰ」を実施した．初回授業では授業全
体を通じて受講生が検討すべき問いとして「今
後求められる情報科の教育はどんなものか？」
が提示された．また，授業の位置づけとして，「教
育方法」で受講生が学習した教科を問わない指
導法の知見も使いつつ，「教科教育法（情報）Ⅱ」
の中核である「模擬授業」へとつなげられるよ
う，基礎的な学習を進める必要があることが説
明された．加えて学習形態として，受講生自身
が主体となり何を学習すべきかを検討しながら
進めることが説明された．
　初回の授業では上記が提示された上で学生は
この授業での学びをどのように進めるかについ
て検討する時間となった．つまり，模擬授業（教
科教育法（情報）Ⅱ）の実施に向けこの授業で
学ぶべきことを，問いに沿って整理することが
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表 1　対象授業のシラバス

授業の概要 高等学校に情報科が設置された背景、各教科・科目の学習目標と内容、他教科との関連、教
員に求められる役割等に関する講義を行い、高等学校情報科に関する教育内容の理解を図る。

授業の到達
目標

高等学校情報科の意義と目標、共通教科情報科および専門教科情報科の内容および指導方法
を理解する。情報科教員の役割を理解し、情報科の教員になるための資質と能力を身につける。
１．高等学校情報科の意義と目標を理解する。
２．共通教科情報科の内容と指導方法を理解する。
３．専門教科情報科の内容と指導方法を理解する。
４．情報科教員の役割を理解し，情報科の教員になるための資質と能力を身につける。

授業項目

1情報科が創設された背景
情報社会の進展と情報教育の役割
2情報教育の変遷と学校教育への導入（１）
教育の情報化と情報科教育の概念
3情報教育の変遷と学校教育への導入（２）
学習指導要領の理念と情報科教育
4情報教育の変遷と学校教育への導入（３）
情報科教育の学校教育への導入と課題
5情報教育の目標と展開（１）
情報教育の目標と共通教科としての役割
6情報教育の目標と展開（２）
小・中・高校を通じた情報教育の体系と展開
7共通教科情報科「社会と情報」（１）
「（１）情報の活用と表現」と「（２）情報通信ネットワークとコミュニケーション」の目標と
内容
8共通教科情報科「社会と情報」（２）
「（３）情報社会の課題と情報モラル」と「（４）望ましい情報社会の構築」の目標と内容
9共通教科情報科「情報の科学」（１）
「（１）コンピュータと情報通信ネットワーク」と「（２）問題解決とコンピュータの活用」の
目標と内容
10共通教科情報科「情報の科学」（２）
「（３）情報の管理と問題解決」と「（４）情報技術の進展と情報モラル」の目標と内容
11専門教科情報科の構成と内容（１）
基礎的科目と総合的科目の目標と内容
12専門教科情報科の構成と内容（２）
システム設計・管理分野の目標と内容
13専門教科情報科の構成と内容（３）
情報コンテンツの制作・発信分野の目標と内容
14情報科と他教科等との連携および環境整備（１）
他教科と情報科との連携
15情報科と他教科等との連携および環境整備（２）
情報科教育のための環境整備

求められた．本授業（2020年度）における授
業実践のプロセスを表 3に示す．
　本研究では 3件のプロジェクトが実施され
た．3件のプロジェクトは 8名の学習者が話し
合う中で，全員が同時に進める形となった．3

件のプロジェクト活動は１件目が 3名，3名，
2名の 3グループ構成であり，2件目が 2名組
の４ペア，3件目は 4名 2グループであった．

グループの構成員は学生の希望でランダムに決
定することとした．課題や発表形式の検討は全
員で行い，発表に向けた準備は各グループで実
施した．
　第 1回の授業では長い沈黙を挟み，授業担当
教員とともに授業をどのように進めていくかを
検討する中で，プロジェクトの１件目となる
「模擬授業に向けて指導案を作成する」課題が
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決定された．2019年度まで指導案の作成は「教
科教育法（情報）Ⅱ」で扱われていた．しかし
ながら教員は，指導案の作成をプロジェクト活
動の軸にすれば，その過程で指導案を作成する
ために必要となる基礎的な要素も学習させるこ
とが可能であると判断したため，指導案の作成
を軸に授業を展開した．３週間に亘るグループ
ワークを実施したのち，指導案の発表会を実施
した（第 5回）．学生は 3つのグループに分か
れてそれぞれWeb上に公開されている指導案
の情報等を参考に学習を進めていた．
　その後，第 6回以降の授業をどのように進め
るかについて検討がなされた．受講生同士での
議論の結果，「情報教員として自分が授業を実
施するにあたり，教育実習に向けて学んでおい
た方が良い基礎知識は何か？」というトピック
について 4つのペアに分かれて検討することに
なった．この活動は，第 5回の発表会後の議論
の中で，学生が指導案を作る過程において基礎
的な知識（シラバスでいう情報科の意義や目標）
等の理解不足を認識したことに起因すると考え
られた．また，議論を通じて，改めて授業のシ
ラバスを確認することや参考図書に目を通すこ
と，学習指導要領を見直すことや高等学校「情
報」の教科書を学習することが確認された．
　第 9回の授業で受講生は，ペアワークを通じ
て学んだ基礎知識を互いに発表した．そののち

に再度，第 10回以降はどのようなトピックに
ついて学習を進めるべきかの検討会を実施し
た．その結果，第 10回の授業からは，第 2回
から第 4回の授業に続いて再び指導案の作成を
進めるとともに，第 9回の議論の中で出てきた
二つの課題について検討を進めることになっ
た．二つの課題とは「専門教科『情報』に関す
る理解を深め，指導案を作成すること」と「新
学習指導要領の学習を進め，指導案を作成する
こと」であった．
　一つ目の課題である「専門教科情報に関する
理解を深め，指導案を作成する」からは，受講
生が基礎知識の学習を通じて，共通科目のみで
はなく，専門教科「情報」についての学習を進
めるべきだという課題意識を持った様子が示さ
れた．また，二つ目の課題である「新学習指導
要領の学習を進め，指導案を作成すること」に
ついては，受講生は新学習指導要領に関する学
習への課題意識とともに，新学習指導要領で新
たに導入される領域である「データサイエン
ス」など，受講生自身が高校生の頃に授業を受
けた事がない内容について学習を進める必要性
を感じたことが見受けられた．実際に受講生は，
2021年度に実施予定である「教育実習」にお
いて，受講生自身が授業を受けた経験のある現
行の学習指導要領に沿って教育を行う一方で，
2022年度以降に教員として採用された場合に

表 2　2020年度のシラバスに記載された内容と 2019年度に扱われたトピックの関係

2020年度のシラバスに記載された内容 対応する 2019年度に扱われたトピック

「情報教育の変遷と学校教育への導入」 ・情報社会の進展・情報教育の役割・情報教育の変遷・
学校教育への導入・学習指導要領の理念

「情報教育の目標と展開」 ・共通科目としての役割・初等中等教育における情報
教育

「共通教科情報科」「社会と情報」「情報の科学」 ・情報の活用と表現・情報通信ネットワークとコミュ
ニケーション・情報社会の課題と情報モラル・望ま
しい情報社会の構築
・コンピュータと情報通信ネットワーク・問題解決と
コンピュータの活用・情報管理と問題解決・情報技
術の進展と情報モラル

「専門教科情報科」「他教科等との連携」 ・専門教科情報・科目横断
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は新学習指導要領での教育を行うことが求めら
れる．そのため受講生が新学習指導要領に関す
る学習を進めることは必要不可欠である．また，
これら二つの指導案づくりでは，第 2回から第
4回に行われた指導案の作成とは異なり，具体
的な学校を想定して対象の生徒観を統一するこ
とや，学習環境としてパソコン教室を用いるか
どうかなどについて統一することが，受講生に
よって決定された．
　全ての授業はオンラインで実施された．毎回
のグループでの進捗を示すため，受講生は話し
合い活動のメモや発表のスライド等をMoodle

に提出した．また，これら途中成果物はグルー
プ間でも共有した．すべての授業はプロジェク
トとして設定された課題に沿ってグループで実
施され，授業外の時間における課題の進め方に
ついては各グループ内で決定された．最終レ
ポートのテーマは授業の初回に問いとして教師
から提示されたものであり，受講生は授業期間
後に各自でMoodleに提出した．

５.　実践に対する評価
　本章では上記の実践に対し，以下の 3つの評
価を実施し，今後の授業を改善するための検討
へとつなげる．
・プロジェクト型の学習で扱われたトピック
・授業の達成目標に対する受講生が学んだ内容
の検討

・受講生のレポートからの示唆

5.1　プロジェクト型の学習で扱われたトピッ
ク
　受講生が 2020年度の授業中にグループワー
クで取り組んだトピックのうち，シラバスに記
載されている学習内容及び前年度に扱われたト
ピックに対して検討した．前節で示した表 2の
整理に対して，本年度のプロジェクト型の学習
で受講生が取り組んだトピックは表 4の通りで
あった．表 4の 2020年度での取り扱いの有無
については，受講生が主に何件目のプロジェク
トでそのトピックに取り組んだかを示している

表 3　プロジェクト型授業の実践プロセス

授業回数 学習者の活動 プロジェクトの内容
第 1回 授業の問いと位置づけの説明を聞き，どのようにプロジェ

クトを進めるかを検討
第 2回 グループを作成し，指導案の作成に向けてグループワーク 「１件目のプロジェクト」問いを念

頭に起きつつ，模擬授業の実践に向
け，自由に指導案を作ることになっ
た．

第 3回 発表の形式等を決定
第 4回 グループワーク（発表準備）
第 5回 発表１（１件目のプロジェクト）
第 6回 ２件目のプロジェクト学習のテーマを「情報教員として学

ぶべき基礎的な知識は何があるか？」に決定
「２件目のプロジェクト」１件目の
プロジェクトを振り返り，学ぶべき
基礎的な知識について，検討し，ペ
アで調べ学習を実施した．第 7回 ペアと発表形式の決定

第 8回 グループ（ペア）ワーク（発表準備）
第 9回 発表２（２件目のプロジェクト）
第 10回 ３件目プロジェクトの内容・グループ（４名）・発表形式

の決定．指導案作りで想定する教室環境についても決定し
（発表３は一人１台，発表４は通常教室での授業），実際に
授業ができるように，指導案に加えてワークノートやスラ
イド資料も用意することを決定．

「３件目のプロジェクト」
発表３では専門教科を学習した上
で，共通のテーマ：応用選択的科目，
アルゴリズムとプログラム，「プロ
グラミングや数値計算の基礎」につ
いて，想定する生徒観も共通のもの
として進めた．発表４では，新学習
指導要領で新たに導入される学習領
域を調べ，それについて指導案を作
成した．

第 11回 グループワーク
第 12回 発表３（３件目のプロジェクト（１））
第 13回 グループワーク
第 14回 発表４（３件目のプロジェクト（２））

レポート（個人）：今後求められる情報科の教育はどんなものか？
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ため，他のプロジェクトと内容が重複している
部分がある．また，表 4の末尾には，2020年
度の受講生のみが取り組んだ内容についても記
載した．
　具体的な分析の手続きの例を示す．例えば１
件目のプロジェクトでは，「模擬授業に向けて
指導案を作成する」が各グループで検討された．
各授業ではその日の話し合いのメモ（グループ
での方針や具体的な指導案等）をグループごと
に LMSに提出することが求められた．本研究
では担当教員であった第１著者が，提出された
メモの内容が前年度のどの課題に対応していた
かを判断した．例えばあるグループでは第 4回
目の授業において「社会と情報」の内容を指導
案としてまとめていた．これは前年度の「社会
と情報」に関する内容の一部分を扱っているこ
とになるため，表 4の 3行目を「取り扱いあり」
とした． 

　表 4に示した取り扱われた課題の観点から
は，学習者を主体としたプロジェクト型学習に
おいても，概ね前年度と同様の内容について学
習が進められていた様子が示唆された．特に新
学習指導要領に関する内容や，指導案の作成方
法に関わる内容については，受講生自らの興味
関心に支えられてシラバスの範囲を超えて学習
を進める事ができた様子が，授業中の受講生の

活動から窺えた．
　一方で，表 4の検討では，課題の取り扱い有
無について示されているものの，それぞれの課
題についての受講生の理解の度合いは示されて
いない．特に「情報教育の変遷と学校教育への
導入」のように知識の修得を問うトピックに関
しては学習者の獲得した知識について検討する
必要性が残されている．

5.2　授業の達成目標に対する受講生が学んだ
内容の検討
　本授業の達成目標は表１のシラバスに記載し
た以下の 4点であった．

１.高等学校情報科の意義と目標を理解する。
２.共通教科情報科の内容と指導方法を理解す
る。

３.専門教科情報科の内容と指導方法を理解す
る。

４.情報科教員の役割を理解し，情報科の教員
になるための資質と能力を身につける。

　
　上記 4点に対して，本授業では表 3に挙げた
学習活動のプロセスから検討を実施した．前述
した通り，２，３について受講生はグループを
形成し，自らの選択に基づいて具体的に指導案

表 4　シラバスに記載された内容及び各授業で扱われたトピックの比較

シラバスに記載された内容及び
2019年度に扱われたトピック

2020年度の授業で
取り扱われたか

「情報教育の変遷と学校教育への導入」
・情報社会の進展・情報教育の役割・情報教育の変遷・学校教育への導
入・学習指導要領の理念

取り扱いあり
（２件目のプロジェクト）

「情報教育の目標と展開」
・共通科目としての役割・初等中等教育における情報教育

取り扱いあり
（２件目のプロジェクト）

「共通科目情報」
「社会と情報」・情報の活用と表現・情報通信ネットワークとコミュニ
ケーション・情報社会の課題と情報モラル・望ましい情報社会の構築
「情報の科学」・コンピュータと情報通信ネットワーク・問題解決とコ
ンピュータ

取り扱いあり
（1件目のプロジェクト）

「専門教科情報」
「科目横断」

取り扱いあり
（3件目のプロジェクト）

（該当なし） （新規課題）
新学習指導要領（３件目）
指導案の作成等（１件目）
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を作るプロセスを通じて学習していたことか
ら，シラバスの目標に即した学習活動が起きて
いたことが示唆される．またこれらの活動を通
じて 4についても学習活動が起きていたことが
考えられる．その理由として，受講生が指導案
を作成することを通じて教員になるための資質
能力を伸ばすことができたことや，２件目のプ
ロジェクトで「情報科の教師として学習してお
くべき内容」等について受講生が学習を進めて
いたことが，LMSに提出された課題から読み
取ることができたことが挙げられる．しかしな
がら，1にあたる部分は知識の修得が問われる
ため，学習活動のみから評価できる側面に限界
がある．したがって，いわゆるペーパーテスト
や記述式で知識を問う形式での検討が有効だと
考えられた．このため以下では，知識面の評価
を実施するため受講生が提出したレポート内容
を検討した．

5.3　レポートからの示唆
　前節までの 2つの検討から，高等学校情報科
の意義と目標に対する理解について詳細な分析
が必要であることが示唆された．そのため，受
講生 8名のレポートに対して上記についての検
討を実施した．レポートは「今後求められる情
報科の教育はどんなものか？」という問いに対
して，授業の中で学習した知識を統合して回答
する内容であった．本分析では上記のレポート
に対し，「高等学校情報科の意義と目標に対す
る理解」の中でも，授業内のグループ活動では
学習到達度が特に見えづらい「情報教育の変遷
と学校教育への導入」に関して，情報社会の進
展・情報教育の役割・情報教育の変遷・学校教
育への導入・学習指導要領の理念について，ま
た「情報教育の目標と展開」に関しては，共通

科目としての役割・初等中等教育における情報
教育といった，シラバスに記載された内容や前
年度までに扱われたトピックの整理から得られ
たキーワードがどの程度出現していたかについ
て検討した．
　8名のレポートに対して，上記 2つのキーワー
ド群に含まれる内容がどの程度扱われていたか
を検討した結果，両群の内容について扱ってい
たのは 8名中 5名であった．残りの 3名につい
ては前者の「情報教育の変遷と学校教育への導
入」については触れていたものの，「情報教育
の目標と展開」については「共通科目としての
役割」や「初等中等教育における情報教育」に
関して具体的な記述が見られなかった（表 5）．

６.　今後の授業デザインへのまとめ
　本研究では，2020年度「教科教育法（情報）Ⅰ」
におけるプロジェクト型の授業を実施した知見
を共有し，そこでの課題についてまとめること
を目的とした．「教科教育法（情報）Ⅰ」の初
回授業では，担当教員が授業全体を通じて受講
生が検討すべき問いとして「今後求められる情
報科の教育はどんなものか？」を提示した．ま
た，授業の位置づけとして，「教育方法」で受
講生が学習した教科を問わない指導法の知見も
使いつつ，「教科教育法（情報）Ⅱ」の中核で
ある「模擬授業」へとつなげる基礎的な学習を
進める必要があることが説明された．加えて学
習形態として，受講生自身が主体となって何を
学習すべきかを検討しながら進めることが説明
された．教師は授業進行の方法を受講生と相談
しながら検討しつつ，学習活動については受講
生が中心となって進めた．グループ活動中の教
師はグループの様子を見ながら授業の進行を調
整したり，質問に答えたりする役割に徹した．
　本実践では 1つの授業の中で 3件のプロジェ
クトが実践され，4つの発表がグループで実施
された．3件目のプロジェクトでは，2件目ま
で 2回分の授業時間を経て決定されていた課題
や発表形式について，1回分の授業時間のみで

表 5　レポート分析（n=8）

人数
情報教育の変遷と学校教育への導入 8

情報教育の目標と展開 5
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決定できていた（表３）．この時間短縮はプロ
ジェクト型の学びが繰り返されたことによって
生じた可能性が高い．今後もこうした知見を活
かし，教職課程におけるプロジェクト型の授業
デザインに関わる検討を続けていきたい．
　プロジェクト型の学習で受講生が取り組んだ
内容を元に，期待されるトピックに対する学習
の発生有無について分析を実施した結果，2020

年度の受講生は概ね前年度までに扱われていた
内容を学習していた様子が示された．知識の習
得が主であり，学習活動の発生有無では学習内
容の評価が困難である「高等学校情報科の意義
と目標に対する理解」については，個人の最終
レポートの内容を分析した結果，2020年度の
受講生 8名全員がこのテーマについての学習も
進めていた様子が示唆された．
　今回の実践で詳細な分析が必要となった「高
等学校情報科の意義と目標に対する理解」は教
授方法等のスキルの基礎となる理論である．本
実践では，まず受講生自身が指導案を作ってい
く中で，指導案作りを支える基礎的な内容の学
習が必要であることに学習者自身が気づき，２
件目の調べ学習のプロジェクトが実践された．
プロジェクト活動の中では上記のような知識の
修得に関わる活動は観察され難かった一方で，
受講生各自のレポートからはある程度それぞれ
の学習者が学習を進めていた様子が示唆され
た．以上より本事例からは，受講生が主体となっ
て進めるプロジェクト型の学習であっても，授
業で学習されるべき内容は網羅されることが示
された．
　プロジェクト型の学習では，実践方法ととも
に評価手法についての検討が求められている．
本実践では受講生がグループで扱った課題とと
もに受講生個人のレポートも評価することで，
受講生がある程度講義型の授業と同じ内容を学
習していたことが示唆された．しかしながら，
講義型では教員が専門的で広範囲な内容を教授
することができるのに対し，プロジェクト型で
はそれが難しい．このため，受講生がどれだけ

の範囲の知識を得ることができたかについては
今後も検討が必要である．また，講義型では教
員から知識が伝達されるが，プロジェクト型で
は学習者が自ら知識を獲得したり構成したりす
ることが知られている．このため，2つの授業
実施形態を比較する際には，受講生が学習した
知識の幅広さとは異なる軸，例えば理解の深さ
や学んだ知識の転用可能性といった面からも検
討が必要だと考えられる．
　本研究の結果は 1つの事例から示唆された非
常に限られた範囲での結果と言える．しかしな
がらこうしたプロジェクト型の教育実践研究の
知見を広く共有し，指導と評価の一体化の観点
から捉えていくことは，序論で述べた主体的・
対話的で深い学びを目指した授業実践にプロ
ジェクト型の学びが有効である可能性について
検討を続けることにつながると考えられる．教
職課程の学生はこうした学び方を体験しつつ，
実際の教育現場で使える実践的な知を形成して
いく必要がある．
　また，本研究では授業実施形態の違いによる
受講生の学習内容を比較するために，学習活動
の有無やレポート内容のキーワード分析を行っ
た．今後は，プロジェクト活動の質に対しての
検討，その後の模擬授業（教科教育法（情報）
Ⅱ）の評価等も含め検討していく必要があると
考えている．さらに，本実践では指導案の作成
を一般的なスケジュールよりも前倒して実施し
ているが，これによって期待される学習が起き
ていたかどうかについては，指導と評価の一体
化の観点からより詳細な分析が必要だと考えて
いる．
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